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現 状 と 県 の 取 組 状 況 

 男女協働未来創造本部（未来創造課） 

【現 状】 

１ 民法第750条により婚姻後は「夫又は妻の氏を称する」、戸籍法第74条により婚姻時に「夫婦が称する氏」を届け出なければならないとされ
ている。 

２ 令和２年12月に閣議決定された「第５次男女共同参画基本計画」においては、「現在、身分証明書として使われるパスポート、マイナンバー
カード、免許証、住民票、印鑑登録証明書なども旧姓併記が認められており、旧姓の通称使用の運用は拡充されつつあるが、国・地方一体とな
った行政のデジタル化・各府省間のシステムの統一的な運用などにより、婚姻により改姓した人が不便さや不利益を感じることのないよう、
引き続き旧姓の通称使用の拡大やその周知に取り組む」とされている。 

３ 令和３年12月に内閣府が行った「家族の法制に関する世論調査」によると、「旧姓の通称使用についての法制度を設けた方がよい」と答えた
者の割合が約４割であった。 

４ 令和４年９月に内閣府と金融庁が共同で実施した「旧姓による預金口座開設等に係るアンケート調査」によると、マネーロンダリング等防
止対応に懸念があること、またシステム改修が必要であることなどを理由として、銀行の約３割、信用金庫の約４割、信用組合の約９割で、
旧姓による預金口座開設等に対応していない。 

５ 令和６年６月に内閣府が行った「各種国家資格、免許等における旧姓使用の現状等」の調査によると、全ての国家資格、免許等で旧姓使用
が認められている。 

６ 令和６年９月に内閣府が行った「男女共同参画社会に関する世論調査」によると、仮に結婚して戸籍上の姓が変わった際、働くときに旧姓
の通称使用を希望する割合は、前回令和４年の調査と比較して男女ともに増加している。 
 

＜内閣府「家族の法制に関する世論調査」＞（令和３年12月～令和４年１月､全国18歳以上の日本国籍を有する5,000人を無作為抽出､有効回収数：2,884人） 
 ①現在の制度である夫婦同姓制度を維持した方がよい・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27.0％ 
②現在の制度である夫婦同姓制度を維持した上で、旧姓の通称使用についての法制度を設けた方がよい・・・・42.2％ 
③選択的夫婦別姓制度を導入した方がよい・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・28.9％ 
 

＜内閣府・金融庁「旧姓による預金口座開設等に係るアンケート調査」＞（令和４年３月、銀⾏125⾏、信⽤⾦庫254⾦庫、信⽤組合145組合、労働⾦庫等） 
 旧姓口座に対応している・・・・銀行68.8％、信用金庫58.3％、信用組合12.4％、その他6.7％ 

 
＜内閣府「各種国家資格、免許等における旧姓使用の現状等について」の調査＞（令和６年６月、320の国家資格、免許等における旧姓使用の現状等） 
① 資格取得時から旧姓使用ができるもの ・・・・・・・・・・・・・・317 
② 資格取得後に改姓した場合は、旧姓使用ができるもの ・・・・・・・・３ 

③ 旧姓使用ができないもの ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０ 
 

＜内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」＞（令和６年９月～11月、全国18歳以上の日本国籍を有する5,000人を無作為抽出､有効回収数：2,673人） 
働くときに旧姓の通称使用を希望する・・・・・・男性47.7％（前回44.2％）、女性39.6％（前回34.7％） 
 

※参考法令 
○民法第750条 夫婦は､婚姻の際に定めるところに従い､夫又は妻の氏を称する。 
○戸籍法第74条 婚姻をしようとする者は､左の事項を届書に記載して､その旨を届け出なければならない。(1)夫婦が称する氏  
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